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告 示

島根県告示第334号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第54条第２項の指定自立支援

医療機関を次のとおり指定したので、同法第69条第１号の規定により告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

自立支援医療の種類 指定年月日
指 定 自 立 支 援 医 療 機 関

名 称 所 在 地

ウエーブグリーンモール薬 江津市嘉久志町2306－30 グリーンモール１ 育成医療 平成26年５月１日

局 階 更生医療

精神通院医療

まめな薬局 出雲市大津町1101－４ 育成医療 平成26年５月１日

更生医療

精神通院医療

三隅さんさん薬局 浜田市三隅町三隅387－５ 育成医療 平成26年５月７日

更生医療

精神通院医療

島根県告示第335号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第64条の規定により、次のと

おり指定自立支援医療機関の所在地の変更の届出があったので、同法第69条第２号の規定により告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

指 定 自 立 支 援 医 療 機 関

所 在 地 自立支援医療の種類 変更年月日
名 称

変 更 前 変 更 後

訪問看護ステーション Ａ 松江市千鳥町71番地 松江市国屋町498－６ 育成医療 平成26年４月１日

ｌｉｖｅ 更生医療

精神通院医療

島根県告示第336号

家畜改良増殖法施行令（昭和25年政令第269号）第５条に規定する種畜証明書の書換交付をした旨の家畜改良増殖法

（昭和25年法律第209号）第８条第１項の規定による通報があったので、同条第２項の規定により次のとおり告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

種畜証明書番号 名前（登録・登記番号） 品 種 書換交付の事由

10245340107 京乃星（全和黒14558） 肉用牛 種畜の飼養者の住所及び氏名又は名称

黒毛和種 の変更

第2,601号 島 根 県 報 平成26年５月30日
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第2,601号 島 根 県 報 平成26年５月30日

島根県告示第337号

家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第13条第１項の規定により、患畜が発生した旨の届出があったので、同条

第４項の規定により次のとおり告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

家畜の 患畜及び疑似 発生の場所 その他参考となる
家畜伝染病の種類 頭数 発生年月日

種類 患畜の区分 又は区域 べき事項

ヨーネ病 牛 患畜 １頭 益田市 平成26年５月16日 ホルスタイン

県外導入牛

島根県告示第338号

森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により保安林の指定をするので、同法第33条第６項において

準用する同条第１項の規定により告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 保安林の所在場所

松江市島根町加賀字佐波5285、5285－１

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

⑴ 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準

伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

⑵ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び松江市役所に備え置いて縦覧に供する。）

島根県告示第339号

国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条第３項の規定により、次の地籍調査を国土調査として指定したので、同条

第５項の規定により告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

調査を行う者の名称 調 査 地 域 調 査 期 間
国土調査として

指定した年月日

平成26年５月20日 出雲市 大山左岸①地区 告示の日から平成28年３月31日まで
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島根県告示第340号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規定によ

り、次に掲げる土地の区域を土砂災害警戒区域として指定するので、同条第４項の規定により告示する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 土砂災害警戒区域を指定する市町村の名称

松江市

２ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類及び土砂災害警戒区域の名称

地滑り

空口、玉造東、奥大谷、中大谷、原田、大谷下西、大谷下東、大谷下中、別所東、鳥ヶ崎、根尾、柳井、湯田、片

句、手結、福野、手結Ａ、根連木、奥の谷、北講武、御津、田根、佐倉、来待大森、来待、菅原、大野Ａ、横見、下

倉、佐々布、小佐々布、佐々布西、魚瀬、鎌田、西の村、土居、殿山、上根尾、細原、秋谷、六坊、三谷、大倉、井

神、下岡東、下岡西、大垣、名原、中の手、上寄、上岡、山中上、牛切、舞木、畑谷東、畑谷西、古曽志、布奈保、南

平台、榎尻、枕木、川部、長海、井崎、下忌部一崎、大谷、大熊、熊山、槇山、忌部東、忌部、大芦別所、別所南、大

芦、海鳥、垣の内、加賀別所、多古鼻、野波Ａ、野井、野波西、野波Ｂ、瀬崎、野波、下意東Ａ、下意東、東畑、奥

組、内馬、青木、八雲別所、藤原、深原、秋奥、岩室、萱野、平原奥、畦石室、草谷、東岩坂、熊野、笠浦、千酌、片

江⑴、小菅、木島、片江⑵、下宇部尾、惣津、雲津

３ 指定の区域

別図に示す区域（「別図」は、省略し、島根県松江県土整備事務所及び松江市役所において一般の縦覧に供する。）

特 定 調 達 公 告

次のとおり一般競争入札に付すので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項及び地方公共団体

の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第６条の規定により公告する。

平成26年５月30日

島根県知事 溝 口 善兵衛

１ 入札に付する事項

⑴ 件名及び数量

「マップｏｎしまね」（島根県統合型ＧＩＳ）導入・運用業務 一式

⑵ 業務の内容

入札説明書による。

⑶ 業務期間

契約締結の日から平成31年12月31日まで

⑷ 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）を落札金額とするので、入札者は、消費税及

び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約金額の108分の100に相当する金

額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

⑴ 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下
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第2,601号 島 根 県 報 平成26年５月30日

「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与

させている者でないこと。

⑶ 島根県において県税の滞納がない者又は納税義務がない者であること。

⑷ 消費税及び地方消費税の滞納がない者又は納税義務がない者であること。

⑸ 島根県が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札において、指名停止の処置を受

け、入札日においてその処置の期間が継続中の者でないこと。

⑹ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会による「ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１（情報セキュリティマネジメントシス

テム：ＩＳＭＳ 」の認証を取得していること。）

⑺ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会による「ＪＩＳＱ１５００１（プライバシーマーク）」の使用認定を取得

していること。

⑻ 地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）においてＬＧＷＡＮ－ＡＳＰサービス・アプリケーション及びコン

テンツサービス・地理情報共有として登録されているサービスの提供者であること。

⑼ 一般財団法人全国地域情報化推進協会（ＡＰＰＬＩＣ）の相互接続確認イベント成功申請登録番号を取得したパッ

ケージソフトが導入できること。

⑽ 都道府県において、ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ方式による市町村共同利用型の統合型ＧＩＳを２件以上導入した実績があ

り、当該システムがいずれも公告時において運用中であること。

⑾ 以下の資格を有する管理技術者を配置できること。

ア 国土交通省国土地理院が認定する「測量士」資格を有すること。

イ 公益社団法人日本測量協会が認定する「空間情報総括監理技術者」資格を有すること。

ウ 都道府県において、市町村共同利用型の統合型ＧＩＳを導入し、管理技術者（プロジェクトリーダー）として運

用業務の実績を有すること（業務実績は、直接自治体と契約した業務に限定する。）。

エ ＡＳＰ方式による統合型ＧＩＳの運用業務の実績を有すること。

⑿ この入札に係る入札説明書の交付を受け、指定期日までに別に定める入札参加資格確認申請書等を提出した者であ

って、入札参加資格を有すると島根県知事が認めた者であること。

３ 入札手続等

⑴ 入札説明書の交付場所及び問合せ先

〒690－8501 島根県松江市殿町８番地 島根県土木部用地対策課土地審査・計画グループ

電話番号 0852－22－5897

⑵ 入札説明書の交付期間及び交付方法

公告の日から平成26年６月19日までの日（島根県の休日を定める条例（平成元年島根県条例第９号）第１条第１項

に規定する県の休日を除く。）の午前９時から午後５時までの間、⑴の場所において交付する。

⑶ 入札説明会

実施しない。

⑷ 確認書類の提出

本件入札に参加する者は、入札説明書に掲げる入札参加資格確認申請書その他の書類を次のとおり提出すること。

ア 提出方法

持参又は郵送による。

イ 提出期限

平成26年６月20日 午後５時

ウ 提出場所

⑴の問合せ先

⑸ 入札書の提出
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第2,601号 島 根 県 報 平成26年５月30日

入札参加資格の確認を受けた者は、次のとおり入札書を提出すること。

ア 提出方法

持参又は郵送による。

イ 提出期限

平成26年７月10日 午前10時（ただし、郵送による場合は、平成26年７月９日午後５時までに到着しているこ

と。）

ウ 提出場所

平成26年７月10日午前９時までは⑴の問合せ先とし、それ以降は⑹の場所とする。

⑹ 開札の日時及び場所

ア 日時

平成26年７月10日 午前10時

イ 場所

島根県松江市殿町１番地 島根県庁会議棟第４会議室

４ その他

⑴ 契約手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

⑵ 入札保証金

入札者が見積もった契約金額の100分の５以上を納付すること。ただし、島根県会計規則（昭和39年島根県規則第

22号）第61条の２各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

⑶ 契約保証金

契約金額の100分の10以上を納付すること。ただし、島根県会計規則第69条の２各号のいずれかに該当する場合

は、免除する。

⑷ 入札の無効

この公告に示した入札参加資格のない者が入札をしたとき、その他島根県会計規則第63条各号のいずれかに該当す

るときは、当該入札者の入札は、無効とする。

⑸ 契約書作成の要否

要する。

⑹ 落札者の決定方法

島根県会計規則第62条の規定に基づき定められた予定価格の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者

を落札者とする。

⑺ 契約の停止など

島根県知事に提出する申請書等の書類の記載事項に事実と相違があることが判明したときは、契約を停止し、又は

解除することがある。

⑻ その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

⑴ Nature and quantity of services to be required：The Geographic Information System for Shimane

prefectural government, 1set．

⑵ Date and time for Bidding：July 10，2014 10：00 a.m.（Mail must arrive by 5：00 p.m. of July 9, 2014

at the latest）

⑶ Division in charge：Land Policy Division Department of Public Works Shimane Prefectural Government, ,

８, Tonomachi, Matsue－shi, Shimane－ken, 690－8501, Japan
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TEL 0852－22－5897

FAX 0852－22－5690

次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成７年政令第372号）第11条及び島根県病院局財務規程（平成19年島根県病院局管理規程第９号）第133条の規定によりそ

の例によることとされる物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成７年島根県規則

第83号）第９条の規定により公示する。

平成26年５月30日

島根県立中央病院 病院長 中 山 健 吾

１ 役務の名称及び数量

医用画像保存システム保守業務 一式

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県立中央病院事務局情報システム課 島根県出雲市姫原四丁目１番地１

３ 随意契約の相手方を決定した日

平成26年３月27日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

富士フイルムメディカル株式会社中国地区営業本部 本部長 皆見 克彦

広島県広島市西区南観音六丁目12番27号

５ 随意契約に係る契約金額

48,284,709円（消費税及び地方消費税を含む。）

６ 契約の相手方を決定した手続

随意契約

７ 随意契約とした理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第10条第１項第２号の規定による。

公 安 委 員 会 告 示

島根県公安委員会告示第61号

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という。）第22条第２項第１号に規定する警備員指導教育責任者講習

（以下「講習」という。）を次のとおり実施するので、警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関

する規則（昭和58年国家公安委員会規則第２号。以下「講習規則」という。）第２条の規定により告示する。

平成26年５月30日

島根県公安委員会委員長 上 代 義 郎

１ 実施する講習

⑴ 法第22条第２項に規定する警備員指導教育責任者資格者証又は講習規則第７条に規定する警備員指導教育責任者講

習修了証明書（以下「指導教育責任者資格者証等」という。）の交付を受けていない者に対して行う講習（以下「新

規取得講習」という。）

⑵ 講習規則第６条に規定する講習（以下「追加取得講習」という。）

２ 新規取得講習に係る警備業務の区分、実施日時及び実施場所

講習の区分 実 施 期 日 実施時間 実 施 場 所
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法第２条第１項第１号に規定す 平成26年７月15日（火）から同月18 ９：00～17：00 松江市殿町158番地

る警備業務（以下「新規取得講 日（金）まで及び同月22日（火）か （７月22日、同月23日 島根県民会館

習１号」という。） ら同月24日（木）まで は18：00まで）

法第２条第１項第２号に規定す 平成26年７月15日（火）から同月18 ９：00～17：00

る警備業務（以下「新規取得講 日（金）まで及び同月22日（火）か （７月18日は12：00ま

習２号」という。） ら同月24日（木）まで で、同月22日は13：00

～17：00）

法第２条第１項第３号に規定す 平成26年７月15日（火）から同月18 ９：00～17：00

る警備業務（以下「新規取得講 日（金）まで及び同月22日（火）か （７月18日は12：00ま

習３号」という。） ら同月24日（木）まで で、同月22日は13：00

～17：00）

法第２条第１項第４号に規定す 平成26年７月15日（火）から同月18 ９：00～17：00

る警備業務（以下「新規取得講 日（金）まで並びに同月23日（水） （７月18日は12：00ま

習４号」という。） 及び同月24日（木） で）

３ 追加取得講習に係る警備業務の区分、実施日時及び実施場所

講習の区分 実 施 期 日 実施時間 実 施 場 所

法第２条第１項第１号に規定す 平成26年７月18日（金）及び同月22 ９：00～18：00 松江市殿町158番地

る警備業務（以下「追加取得講 日（火）から同月24日（木）まで （７月18日は13：00～ 島根県民会館

習１号」という。） 17：00、同月24日は

17：00まで）

法第２条第１項第２号に規定す 平成26年７月22日（火）から同月24 ９：00～17：00

る警備業務（以下「追加取得講 日（木）まで （７月22日は13：00～

習２号」という。） 17：00）

法第２条第１項第３号に規定す 平成26年７月22日（火）から同月24 ９：00～17：00

る警備業務（以下「追加取得講 日（木）まで （７月22日は13：00～

習３号」という。） 17：00）

法第２号第１項第４号に規定す 平成26年７月23日（水）及び同月24 ９：00～17：00

る警備業務（以下「追加取得講 日（木）

習４号」という。）

４ 講習定員

⑴ 新規取得講習１号及び新規取得講習２号

15人程度

⑵ 新規取得講習３号及び新規取得講習４号

５人程度

⑶ 追加取得講習１号及び追加取得講習２号

10人程度

⑷ 追加取得講習３号及び追加取得講習４号

５人程度

５ 受講対象者

⑴ 新規取得講習

受講申込みを行う日において、次のいずれかに該当する者とする。

ア 最近５年間に受講しようとする警備業務（以下「当該警備業務」という。）の区分に係る警備業務に従事した期
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間が通算して３年以上である者

イ 警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という。）第４条に規

定する１級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る法第23条第４項の合格証明書（以下「合格証

明書」という。）の交付を受けている者

ウ 検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の交付を受

けている警備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１年以上当該警備業務の区分に係る警備業

務に従事しているもの

エ 検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第５号。

以下「旧検定規則」という。）第１条第２項に規定する１級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に

合格した者

オ 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に合格した警備員で

あって、当該検定に合格した後、継続して１年以上当該警備業務の区分に係る警備業務に従事しているもの

⑵ 追加取得講習

受講申込みを行う日において、当該警備業務以外の警備業務の区分に係る指導教育責任者資格者証等の交付を受け

ている者であって、⑴のいずれかに該当するもの

６ 受講申込手続に関する事項

⑴ 電話による予約等

ア 専用電話による予約

ｱ 講習を受けようとする受講対象者（以下「受講希望者」という。）は、事前に島根県警察本部生活安全部生活( )

安全企画課に設置した予約専用電話（0852－28－5575）に電話すること。

ｲ 電話による予約の受付期日及び受付時間( )

講習の区分 受 付 期 日 受付時間

新規取得講習１号 平成26年６月９日（月）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

新規取得講習２号 平成26年６月10日（火）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

新規取得講習３号 平成26年６月11日（水）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

新規取得講習４号 平成26年６月11日（水）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

追加取得講習１号 平成26年６月11日（水）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

追加取得講習２号 平成26年６月11日（水）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

追加取得講習３号 平成26年６月11日（水）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

追加取得講習４号 平成26年６月11日（水）から同月13日（金）まで ９：00～11：30、13：30～17：00

イ 受講者の決定等

ｱ 講習の区分ごとに、受講希望者の数が講習定員を超えなかった場合はその全員を受講者とし、受講希望者の数( )

が講習定員を超えた場合は抽選により受講者を決定する。

ｲ アの ｲの受付期日満了後、予約専用電話に電話をかけた者に対し、受講の可否について通知する。( ) ( )

ウ 留意事項

ｱ 予約専用電話以外による予約受付は、行わない。( )

ｲ 予約の際には、受講を希望する講習の区分（複数の講習の区分を希望することは、認めない。）、５に掲げる( )

受講対象者の要件、住所、氏名、生年月日、勤務先及び連絡先電話番号について申告すること。

ｳ アの ｱ の予約を行い、又はイの ｲ の通知を受けたことをもって講習受講の申込みを受理したことにはならない( ) ( ) ( )

ので注意すること。

⑵ 書類の提出

⑴のイの ｲ の通知を受けた受講希望者は、次のとおり書類を提出すること。( )
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ア 提出期間

平成26年６月23日（月）から同月27日（金）までの午前８時30分から午後５時まで

イ 提出先

島根県内の各警察署

なお、郵送による申請は、受け付けない。

ウ 提出書類

ｱ 講習規則別記様式第１号の警備員指導教育責任者講習受講申込書１通（写真（申込前６月以内に撮影した無( )

帽、正面、上三分身、無背景のもの）を貼り付けたもの）

ｲ ５の受講対象者に該当することを疎明する次の書面各１通( )

ａ ５の⑴のアに該当する者

当該警備業務の区分に係る警備業務に従事していたことを証明する警備業者等が作成する書面（以下「警備

業務従事証明書」という。）及び履歴書

ｂ ５の⑴のイに該当する者

５の⑴のイに掲げる合格証明書の写し

ｃ ５の⑴のウに該当する者

５の⑴のウに掲げる合格証明書の写し及び警備業務従事証明書

ｄ ５の⑴のエに該当する者

５の⑴のエに掲げる１級の検定に係る旧検定規則第８条に規定する合格証（以下「合格証」という。）の写

し

ｅ ５の⑴のオに該当する者

５の⑴のオに掲げる２級の検定に係る合格証の写し及び警備業務従事証明書

ｳ 追加取得講習を受講しようとする者にあっては、交付を受けている指導教育責任者資格者証等の写し１通( )

ｴ 代理人が提出する場合にあっては、申込者本人の委任状( )

⑶ 受講手数料

受講手数料は、次に掲げる区分に応じそれぞれ次に定める金額を、受講申込書提出時に島根県収入証紙を手数料納

付書に貼り付けて納付すること。

なお、受講手数料は、受講申込書を受理した後は申込みを取り消し、又は受講しなかった場合でも還付しない。

ア 新規取得講習１号 47,000円

イ 新規取得講習２号 38,000円

ウ 新規取得講習３号 38,000円

エ 新規取得講習４号 34,000円

オ 追加取得講習１号 23,000円

カ 追加取得講習２号 14,000円

キ 追加取得講習３号 14,000円

ク 追加取得講習４号 10,000円

７ 講習の委託

講習は、一般社団法人島根県警備業協会に委託して実施する。

８ その他

⑴ 講習終了後、修了考査を行い、講習に係る事項を修得したと認められる者に対し、講習修了証明書を交付する。

なお、講習修了証明書には本籍を記載することとなるため、講習を申し込む際に提出する受講申込書に本籍を記載

するときは、戸籍の記載に従い、丁目、番地、番、大字等を正確に記載すること。

⑵ 新規取得講習にあっては講習初日の午前８時30分から午前８時50分までの間、追加取得講習にあっては講習初日の
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午後０時30分から午後０時50分までの間に講習の受付を行う。

９ 問合せ先

島根県警察本部生活安全部生活安全企画課（電話0852－26－0110 内線3033）又は島根県内の各警察署生活安全（刑

事）課（係）に行うこと。

島根県公安委員会告示第62号

警備業法（昭和47年法律第117号。以下「法」という。）第23条第１項に規定する検定を次のとおり実施するので、警

備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号。以下「検定規則」という。）第７条の規定により告

示する。

平成26年５月30日

島根県公安委員会委員長 上 代 義 郎

１ 検定を実施する警備業務の種別、級、実施日時及び定員

種別及び級 実 施 日 時 定 員

交通誘導警備業務１級 学科試験 平成26年９月17日（水）午前９時から正午まで 30人程度

実技試験 平成26年10月22日（水）午前９時から午後５時まで

交通誘導警備業務２級 学科試験 平成26年９月17日（水）午前９時から正午まで 30人程度

実技試験 平成26年10月８日（水）午前９時から午後５時まで

２ 実施場所

松江市打出町250番地１ 島根県運転免許センター

３ 検定の内容

次の科目について学科試験及び実技試験を行う。ただし、実技試験は、学科試験の合格者に対してのみ行う。

⑴ 交通誘導警備業務１級検定

区 分 科 目

学科試験 ○ 警備業務に関する基本的な事項

○ 法令に関すること。

○ 車両等の誘導に関すること。

○ 交通誘導警備業務の管理に関すること。

○ 工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発

生した場合における応急の措置に関すること。

実技試験 ○ 車両等の誘導に関すること。

○ 交通誘導警備業務の管理に関すること。

○ 工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発

生した場合における応急の措置に関すること。

⑵ 交通誘導警備業務２級検定

区 分 科 目

学科試験 ○ 警備業務に関する基本的な事項

○ 法令に関すること。

○ 車両等の誘導に関すること。

○ 工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発生

した場合における応急の措置に関すること。

実技試験 ○ 車両等の誘導に関すること。
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○ 工事現場その他人又は車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故が発生

した場合における応急の措置に関すること。

４ 受検資格

⑴ 交通誘導警備業務１級

島根県内に住所を有する者又は島根県内の営業所に属する警備員であって、次のいずれかに該当するもの

ア 検定規則第４条に規定する２級の検定（交通誘導警備業務に係るものに限る。以下「２級検定」という。）に係

る法第23条第４項の合格証明書（以下「合格証明書」という。）の交付を受けている者であって、合格証明書の交

付を受けた後、交通誘導警備業務に従事した期間が１年以上であるもの

イ 都道府県公安委員会がアに掲げる者と同等以上の知識及び能力を有すると認める者

⑵ 交通誘導警備業務２級

島根県内に住所を有する者又は島根県内の営業所に属する警備員

５ 受検手続に関する事項

⑴ 受付期間

平成26年７月28日（月）から同年８月１日（金）までの午前８時30分から午後５時まで。ただし、いずれも申請順

に受け付け、定員に達した時点で受付を締め切る。

⑵ 受付場所

島根県内の住所地を管轄する警察署又は申請者が島根県内の営業所に属する警備員である場合には、当該営業所の

所在地を管轄する警察署

なお、郵送による申請は、受け付けない。

⑶ 提出書類

ア 検定申請書（検定規則別記様式第１号）１通

イ 写真（申請前６月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦3.0センチメートル、横2.4センチメートル

のもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記入したもの）２葉

ウ 島根県内に住所を有する者にあっては、住所地を疎明する書面又はその者が警備員である場合にはその者が島根

県内に所在する営業所に属することを疎明する書面１通

エ 島根県外に住所を有する者にあっては、その者が警備員として島根県内に所在する営業所に属することを疎明す

る書面１通

オ 交通誘導警備業務１級検定を受検しようとする者で、４の⑴のアに該当するものにあっては、２級検定に係る合

格証明書の写し及び交通誘導警備業務に従事していたことを証明する警備業者等が作成する警備業務従事証明書各

１通。ただし、警備業者が既に廃業しているなど、警備業務従事証明書を提出することができないことについてや

むを得ない事情がある場合には、当該事情を疎明した上で、４の⑴のアに掲げる者に該当することを誓約する書面

及び履歴書各１通を警備業務従事証明書に代えて提出すること。

カ 交通誘導警備業務１級検定を受検しようとする者で、４の⑴のイに該当するものにあっては、１級検定受検資格

認定書の写し１通

⑷ 検定手数料

14,000円

検定申請書の提出時に、島根県収入証紙を手数料納付書に貼り付けて納付すること。

なお、検定申請を受理した後は、検定手数料は還付しない。

６ 受検票の交付

受検票は、検定申請書を提出した警察署を通じて交付するので、検定当日に持参すること。

７ 問合せ先

島根県警察本部生活安全部生活安全企画課（電話0852－26－0110 内線3033）又は島根県内の各警察署生活安全（刑
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13


	Taro-01_定号目次
	Taro-03_定号本文



